
東舞鶴駅、商業施設 西舞鶴駅、西駅交流セ
ンター、裁判所

西総合会館、舞鶴公
園、舞鶴警察署

商工観光センター、し
おじプラザ

主な設備の
経過年数

＾

発券
機
精算
機

舞鶴市駐車場事業経営戦略

団　　体　　名： 舞鶴市

事　　業　　名： 舞鶴市駐車場事業

策　　定　　日： 令和 3 年 3 月

中  間  見  直  し： 令和 8 年 3 月

計    画    期    間： 令和 3 年度 ～ 令和 12 年度

１．事業概要

⑴事業形態

職員数 2名（兼務） 事業開始年月日 昭和53年4月1日

施設名 東舞鶴駅駐車場 西舞鶴駅駐車場 南田辺駐車場 七条海岸駐車場

駐車場面積 3,481.38㎡ 3,804.10㎡ 1,988.90㎡ 2,518.56㎡

収容台数
101台 123台 70台 91台

うち　身障２台 身障３台 身障1台 身障2台

法　非　適　用

種類 届　出　駐　車　場

構造 広　　場　　式

営業時間 24時間

立地

東舞鶴駅駐車場 西舞鶴駅駐車場 南田辺駐車場 七条海岸駐車場

開業後経過年数 44年 31年 48年 48年

7年 7年 1年 13年

13年 7年 13年 13年

民
間
活
用
の
状
況

民間委託
サポートセンターによるリモート駐車場管理、料金収集、精算機等システム保守、清
掃等を一括管理委託
除雪業務を民間事業者に委託、除草業務をシルバー人材センターに委託

指定管理者
制度

ー

PPP・PFI ー

法適（全部適用・一
部適用）非適の区分



⑵料金形態

駐車場を利用で
きる自動車

　普通自動車、小型自動車(貨物含む）、軽自動車（貨物含む）

駐車料金 　①1時間以内100円

　②1時間を超える場合　60分までごとに100円加算

　③1日最大500円

割引料金 身障者割引 料金の半額を割引（他の割引制度と併用可）

公共施設利用割引 1時間以内　無料　　

舞鶴市商工観光センター、舞鶴西総合会館

西駅交流センター、舞鶴市西市民プラザ

公共交通利用割引 ー

料金改定年月日 令和4年4月1日

⑶現在の経営状況

対象施設
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2．将来の事業環境

⑴　駐車場需要の見通し

⑵　収入の見通し
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⑶　施設の見通し

⑷　組織の見通し

3．経営の基本方針



４．投資・財政計画（収支計画）

⑴　投資・財政計画 別紙のとおり

⑵　投資・財政計画（収支計画）策定にあたっての説明

　　①　収支計画のうち投資についての説明

【整備計画】 （単位：千円）

８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度

　　②　収支計画のうち財源についての説明

　　③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

東舞鶴駅
内容

照明LED化整
備

収受システム
更新

金額 2,780 15,000

西舞鶴駅
内容

照明LED化整
備

収受システム
更新

金額 2,240 15,000

南田辺
内容

照明LED化整
備

収受システム
更新

金額 1,680 15,000

七　条
内容

収受システム
更新

金額 15,000

計 6,700 15,000 15,000 15,000 15,000

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )



⑶投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

民間活用

　民間事業者の柔軟な運営や経営努力を最大限に活用し、利
用者の利便性を高め、より質の高いサービスを推進するた
め、指定管理者制度など、さらなる民間活用に向けた運営手
法の検討を進める。

駐車場の配置の適正化 ー

投資の平準化
　料金収受システム等の機器更新や場内整備を計画的に実施
し、投資の平準化を図る。

その他の取組 ー

②　今後の財源についての考え方・検討状況

料金
　現行の料金体系は適正であると考えているが、収支計画を
一定のサイクルで見直し、社会情勢及び周辺駐車場の状況を
考慮しながら適正な料金設定を行う。

利用者増加に向けた
取組

デジタル技術の積極的な活用と決済の多様化を検討する。

企業債 ー

繰入金 ー

資産の有効活用等によ
る収入増加への取組

　需要に応じた柔軟な料金形態の設定や、民間ノウハウを活
かした駐車スペースの有効活用を検討する。

その他の取組
　将来の機器更新や場内整備費用に充てるため、収益の一部
を駐車場基金に積み立てる。

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

委託料 ー

管理運営費 コストの抑制に努め、効率的な管理運営費の執行に努める。

職員給与費
　職員２名（兼務）の人件費相当額を特別会計から一般会計
へ繰出金として支出し、人件費の財源とする。

その他の取組 ー



5．公営企業として実施する必要性など

6．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

事業の意義、提供する
サービス自体の必要性

　主要駅や中心市街地の公共施設に近接して立地しており、
公共交通機関の利用促進を図り、公共施設や商店街等の利用
者の利便性を高めるとともに、観光拠点への駐車場として、
中心市街地や観光資源の活性化の機能を有している。

公営企業として実施する
必要性

　公共交通機関の維持存続は、本市において重要な課題であ
り、駅前に立地する駐車場は、公共交通の利用促進の一躍を
担うものである。公共施設や商店街等の利用者の利便性を高
めることにより地域活性化の促進が図られる。利用料金の確
保を図りつつ、公共性を担保するため、公営企業として事業
を行う必要がある。

経営戦略の事後検証、改
定等に関する事項

　毎年の決算時に経営戦略の収支計画と実績の乖離を評価・
検証し、社会情勢の変化等を踏まえて、後年に影響が生じる
と認められる場合は、収支計画を適宜修正し、経営戦略を見
直すものとする。
　なお、経営戦略の改定を行った場合は、舞鶴市のHPにて速
やかに住民にお知らせするものとする。



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画 （収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 元年度 ２年度
3年度
（決算）

4年度
（決算）

5年度
（決算）

6年度
（決算）

7年度
（決算見込）

8年度
（予算）

9年度 10年度 11年度 12年度
区 分 （決算） 決算

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

1 総収益 (A) 39,700 19,743 19,545 28,551 36,685 44,230 45,207 44,000 44,000 44,000 44,000 44,000
営業収益 (B) 34,175 16,666 19,478 28,289 36,453 44,146 45,016 43,839 43,839 43,839 43,839 43,839

ア 料金収入 34,159 16,640 18,504 28,276 36,449 44,142 45,013 43,832 43,832 43,832 43,832 43,832
イ 施設使用料 (C) 16 26 974 13 4 4 3 6 6 6 6 6
ウ その他 　 1 1 1 1 1

営業外収益 5,525 3,077 67 262 232 84 191 161 161 161 161 161
ア 他会計繰入金 5,303 2,953
イ 受取利息 159 89 67 14 11 39 106 159 159 159 159 159
ウ その他 63 35 0 248 221 45 85 2 2 2 2 2

収
益
的
支
出

２ 総費用 (D) 25,089 25,660 24,839 19,497 17,758 24,028 23,299 34,541 33,841 33,841 33,841 33,841
営業費用 25,089 25,660 24,839 19,497 17,758 24,028 23,299 34,541 33,841 33,841 33,841 33,841

ア 職員給与費 5,700
イ 需用費 1,630 1,564 1,531 1,423 1,104 1,719 2,285 2,188 2,188 2,188 2,188 2,188
ウ 役務費 277 235 425 422 450 522 559 559 559 559 559 559
エ 委託料 11,860 12,682 11,641 6,808 7,548 9,032 8,838 10,950 10,950 10,950 10,950 10,950
オ 土地賃借料 10,704 10,694 10,694 9,533 7,533 7,533 7,534 7,534 7,534 7,534 7,534 7,534
カ 修繕費 199 86 289 317 1,171 541 2,534 2,534 2,534 2,534 2,534
キ 公課費 404 485 383 459 150 3,576 3,066 3,600 3,600 3,600 3,600 3,600
ク その他 15 79 563 656 475 476 1,476 1,476 1,476 1,476 1,476

営業外費用 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
ア 支払利息

うち一時借入金利息

イ その他

３ 収支差引 (A)-(D) (E) 14,611 △ 5,917 △ 5,294 9,054 18,927 20,202 21,908 9,459 10,159 10,159 10,159 10,159

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

1 資本的収入 (F) 0 0 13,816 0 0 0 0 0 0 0 1,364 1,364
地方債

うち資本費平準化債

他会計補助金 13,816
他会計借入金

固定資産売却代金

国（都道府県）補助金

工事負担金

その他 0 1,364 1,364

資
本
的
支
出

２ 資本的支出 (G) 13,750 0 71,131 24,574 325 0 13,256 9,200 15,000 15,000 15,000 15,000
建設改良費 13,750 71,131 24,574 325 13,256 9,200 15,000
うち職員給与費

地方債償還金 (H)
他会計長期借入金返還金

他会計への繰出金

その他

３ 収支差引 (F)-(G) (I) △ 13,750 0 △ 57,315 △ 24,574 △ 325 0 △ 13,256 △ 9,200 △ 15,000 △ 15,000 △ 13,636 △ 13,636
収支再差引 (E)+(I) (J) 861 △ 5,917 △ 62,609 △ 15,520 18,602 20,202 8,652 259 △ 4,841 △ 4,841 △ 3,477 △ 3,477
駐車場基金 積立額 (K) 160 90 70 16 15,300 13,700 12,000 159 159 159 159 159

取崩額 (K') 0 0 57,315 7,115
残　高 78,200 78,290 21,045 13,946 29,246 42,946 54,946 55,105 55,264 51,923 48,482 44,941

(L) 19,092 19,793 13,786 8,422 1 3,303 9,805 6,457 6,557 1,557 57 21
前年度繰上充用金 (M)
形式収支 (J)-(K)+（K')+(L)-(M) (N) 19,793 13,786 8,422 1 3,303 9,805 6,457 6,557 1,557 57 21 84
翌年度へ繰り越すべき財源 (O)
実質収支 黒字 (P) 19,793 13,786 8,422 1 3,303 9,805 6,457 6,557 1,557 57 21 84
(N)-(O) 赤字 (Q)

赤字比率（ ×100 ）

収益的収支比率（ ×100 ） 158 77 79 146 207 184 194 127 130 130 130 130

(R)

営業収益－受託工事収益　(B)-(C) (S) 34,159 16,640 18,504 28,276 36,449 44,142 45,013 43,833 43,833 43,833 43,833 43,833
地方財政法による
資金不足の比率

((R)/(S)×100)

（T)

(U)

(V)

(（T）/（V）×100)

他会計借入金残高 (W)
地方債残高 (X) 0 0 0 0 0 0 0 0 0

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 元年度 ２年度

3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度
区 分 （決算） 決算

収益的収支分 5,303 2,953 974 0 0 0 0 0 0 0 0 0
うち基準内繰入金

うち基準外繰入金 5,303 2,953 974
資本的収支分 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

うち基準内繰入金

うち基準外繰入金

合計 5,303 2,953 974 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１）

２）

１）

２）

１）

２）

３）

４）

５）

６）

７）

１）

２）

３）

４）

５）

前年度からの繰越金

(Q)
(B)-(C)

(A)
(D)+(H)

方財政法施行令第16条第１項により算定し
資金の不足額

施行令第16条により算定した資金

施行規則第６条に規定する解消可能

法施行令第17条により算定した事業

第22条により算定した資金

5,000 5,000 5,000 5,000

15,000 15,000 15,000

3,500 3,600 3,700


